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１．はじめに 

 

従来の災害リスク管理は，ハード対策を中心とする行

政の公助に多くを依存してきたが，近年の財政状況の悪

化によりそのハード対策は縮減を余儀なくされている．

また，想定した計画規模を超える外力変動は常に存在す

るため，ハード対策のみで災害リスク管理を行うのは非

常に危険である．そこで，今後の地域災害リスク管理と

して，地域住民や地域コミュニティが主体となって行政

や専門家などと連携を取り，自助・共助の取り組みを実

効性のあるものとすることが重要となってきている．そ

こで，近年注目されているのが，災害リスク管理に対す

るリスクマネジメント手法の適用1)である． 

本稿では，熊本市壺川校区を対象として３回のワーク

ショップを通じて住民が災害リスク情報などを理解して

もらった上で，水害避難行動の社会実験を行った結果に

ついて報告する． 

対象地域の熊本市壺川校区は，南北・東西方向とも

に約1 km四方程度の大きさがあり，約8400人（約4000

世帯）がそこに居住している．65 歳以上の高齢者が校

区住民の約 20％を占めており，また，約 400 世帯が高

齢単身世帯である．校区の中心部を流れている坪井川は，

流域面積 141.7km2，流路延長が 23.5kmの 2 級河川であ

り，鹿本郡植木町の東南を源として南下し，堀川と合流

し熊本市中心部を経て植木台地と金峰山東側の伏流水を

源とした井芹川と併せ，有明海に注いでいる．壺川校区

の中で地盤標高の高低差は最大で 30m程度あり，洪水氾

濫に対して安全な台地（京町地区：標高 30～40m 

T.P.）と危険性の高い低平地（坪井・壺川・寺原地区：

標高 10m T.P.程度）が共存する特徴的な地形形状を呈

している．低平地部は過去何度も坪井川の氾濫を経験し

ており，住民からの水害を想定した避難行動訓練の要望

は高く，熊本市において水害防災教育の必要性が高い校

区の一つとなっている． 
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２．WS を用いた水害リスクコミュニケーション 

 

第 1 回 WS は，2006 年 1 月 24 日(19:00-21:00)

に壺川公民館において，住民 33 名，行政関係者 1

名，NPO 関係者 1 名，大学関係者 14 名の参加のも

と開催された．第 1 回 WS では，水害リスクコミ

ュニケーションの説明，白川洪水ハザードマップ

の見方の説明，オリジナル防災・避難経路マップ

作りなどを行った．白川洪水ハザードマップの見

方では，洪水氾濫シミュレーションの考え方や計

算条件（累積降雨量や破堤条件など）を説明する

とともに，白川は熊本市内中心部で天井川になっ

ており，万一，白川が氾濫した場合は，熊本城と

熊本市役所の方向に向かって氾濫水が集まり，市

役所付近から坪井川の水位が上昇し，坪井川の通

水能力が下がるとともに，そこから上流の壺川校

区の方に向かって河川水位の上昇が伝播し，坪井

川も氾濫が生じる危険性が高くなることを説明し

た．オリジナル防災・避難経路マップ作りでは，

住民を自宅の町内ごとに，4 つのグループに分け，

現在の避難場所，避難経路を地図上に復元した．  

第 2 回 WS は，2006 年 2 月 26 日（10:00-12:00）に

壺川コミュニティセンターにおいて，住民 34 名，行政

関係者 2 名，NPO 関係者 1 名，大学関係者 19 名の参加

のもと開催された．第 2 回 WS では，壺川校区内での

より詳細な氾濫水の動きを調べるために，大学側で行っ

た氾濫シミュレーションの結果について説明を行った．

氾濫シミュレーションの計算には，航空機レーザープロ

ファイラーの標高データを用い，家屋 1 軒が認識できる

5m 間隔の計算格子を用いて計算した．計算より氾濫開

始 2 分後には避難場所となる壺川小学校に氾濫水が到達

している．第 2 回目の WS でこれらの計算結果のアニ

メーションを地域住民に見せ，実際の氾濫水の挙動を考

慮しながら，1 回目の WS で作成した防災マップと比

較・検討を行い，地域特性を反映した防災マップ作りを

行った．  
第 3 回WS は，2006年6月4日（10:00-12:00）に壺

川コミュニティセンターにおいて，住民 35 名，行政関

係者 4 名，NPO 関係者 1 名，大学関係者 30 名の参加の



もと開催された．第 3 回 WS では，第 2 回の WS で指

摘された降雨による内水氾濫を考慮して，壺川校区にお

ける内水・洪水氾濫シナリオを作成し，これまでの WS
を通して作成してきたオリジナル防災・避難経路マップ

を使用した図上避難訓練を実施した．なお，図上避難訓

練に使用したシナリオは，既往水害の記録や解析結果な

どを考慮しながら，時間進行型のシナリオを大学側のグ

ループで作成した．今回の図上避難訓練では，オリジナ

ル防災・避難経路マップ作成時と同様に，住民を自宅の

町内ごとに 4 つのグループに分け，ファシリテーターが

進行役をつとめ，シナリオを読み上げながら，それに応

じた住民の行動パターンを調査した．各グループの住民

6～8 名に対して，大学関係者らが 5～7 名でサポートし，

住民の意見や行動パターンなどを記録した． 
 

３．水害避難行動社会実験 

 

（１）水害避難行動訓練のシナリオ 

第 3 回ワークショップで行った災害図上訓練

（DIG）は，参加者が地図を囲んで，お互いに議

論し合うことを通して，地域の災害弱点や災害時

の対応策などについて，住民自らが発見・整理す

る教育訓練方法である．地域防災力の高揚に効果

が期待されるため，最近では自治体や企業が防災

訓練に取り入れる動きが活発化している．しかし

ながら，地図を見て考えるだけでは危険箇所を拾

いもらす可能性があり，また，階段や坂道などを

登る肉体的・時間的なコストについて具体的に考

えることが難しい面も指摘されている2）．そこで，

これらの問題点を解決するために，水害時に避難

所まで徒歩で避難する場合を想定し，時間的な氾

濫水の広がりによる通路の遮断（トラップ）を考

慮した避難訓練を実施した． 

水害避難行動訓練に使用した想定シナリオは，2006

年 6 月 26 日に壺川校区で発生した降雨に伴う内水氾濫

の実績を参考に決定した．梅雨前線に伴い 6 月 23 日か

ら降り出した雨は，3 日間で 250mmに達していた．そこ

に，26 日の早朝（5～6 時）84mm/hの雨が降ったため，

京町台地に降った雨が一気に低平地部に流れ込み，寺

原・壺川付近で最大 1mを越える浸水（内水氾濫）が発

生した．また，この時点で坪井川の水位は特別警戒水位

を超えたが，それ以降，急に降雨がおさまったため，河

川氾濫自体は免れた．そこで，水害避難訓練では，この

内水氾濫後も激しい降雨が続き，坪井川の洪水氾濫が生

じることを想定したシナリオを作成した．訓練に使用し

た想定シナリオを表-1 に示す．内水氾濫水が時間的に

広がり，通路を遮断するトラップはレベル湛水法3)によ

り，15分ごとに計算シミュレーションで再現した．再  

表-1 水害避難行動訓練の想定シナリオ 

時間 想 定 シ ナ リ オ 

午前

10:00

3 日前より熊本市から阿蘇に向かって舌状に伸びた雨雲
が原因となって，雨が断続的に降り続き，白川は危険水
位を超えた．レーダー観測によって，午前から午後にか
けて，さらに時間雨量 50-80mm の雨が予想され，白川
の氾濫が現実味を帯びてきたため，熊本市では午前 10
時に白川沿線および内水による浸水が心配される地域
（坪井・寺原等）に避難指示を出した．同じ頃，壺川地
域では坪井川への排水が困難になり，坪井や寺原では，
道路が冠水を始めていて，瀬戸坂は流れ込む雨水で通行
が困難な状況となっている．坪井川も急速に水量が増し
始め特別警戒水位に近づいている． 

午前

10:15

10 時頃より激しく降リ始めた雨が，京町台地から流れ
込み，ポンプの許容範囲を超えたため，寺原や坪井の低
地では冠水している地域が広がり始め，公民館付近も冠
水している．坪井川も危険水位に近づいてきた． 

午前

10:30

10 時頃より激しく降リ始めた雨が少し弱まったが，京
町台地から流れ込みがひどく，瀬戸坂は滝状態になって
いる．寺原や坪井の低地，公民館前付近では1m 近く溜
って入るところが見受けられる.白川は特別警戒水位を
超えた．坪井川も水位が上がり始めている． 

午前

10:45

坪井川も水位が上がり始め，危険水位を超えたため，排
水ポンプがまったく作動せず，急激に内水氾濫の場所が
拡大してきた．一方，白川は計画水位を超え，一部では
越流を始め，国道3号線が10cm浸かり，その流れが下
通へ流れ込んでいる． 

午前

11:00

少しおさまった雨が，再び激しく降リ始め，坪井川が氾
濫し始めた．京町台地から流れ込みと相まって，京町台
地を除く壺川校区の大部分が浸水している．白川からの
越流水が坪井川に流れ込み始め，すでに下馬橋付近でも
30cmの浸水となっている． 

正午

市役所付近では，3m を超える浸水が見られ，市街地中
心部は昭和 28 年 6 月 26 日と同規模の水害となってい
る．坪井川の下流では，白川から流れ込んだ流木や坪井
川沿線の倒壊家屋の材が橋に絡まり，塞き止めて流れな
くなっている．壺川小学校では，1 階部分の半分の高さ
まで浸水している． 

 

1) 15分後       2) 60分後 
（降雨強度 80 mm/h） 

図-1 レベル湛水法による内水氾濫の再現結果 

現結果を図-1 に示す． 

避難場所と指定されている壺川小学校は水害時

に浸水の可能性が高いため，水害避難訓練におけ

る避難場所は，京町台地の壺川地域コミュニティ

センターとした． 

避難訓練開始後，時間の経過とともにトラップ

が設定され，通行不可能となる道路については参

加者には事前に通知しておらず，設定時間になる

と交差点に配置された計測係が，この先は通行不

可能となったことを直接住民に知らせる方法を取

った．なお，住民避難行動データの取得は，①実



験に参加する住民は番号のついたゼッケンを全員

着用し，計測係が校区内の道路交差点（27 地点）

で，交差点を通過する住民のゼッケン番号・通過

時間・進行方向を記録，②GPS 機能付き携帯電話

30 台を低平地に居住する住民に事前配布し，実験

開始後 2 分毎に位置情報を取得（KDDI の GPSMAP

サービスを利用した），③避難指示の連絡体制とし

て，今回，電話連絡網を利用したので，電話連絡

を受けた時刻および避難を開始した時刻を各住民

が記録，の 3 つの方法で行った． 

 

（２）水害避難訓練の社会実験の結果 

水害避難訓練は，2006 年 10 月 9 日(10:00-

12:00)に壺川校区住民 86 名（52 世帯：大人 55 名，

子供 31 名）参加のもと実施された．また，行政関

係者 8 名,  NPO 関係者 １名， 大学関係者 46 名

が水害避難訓練のサポートにあたった． 

水害避難訓練時に得られた避難情報の発令タイ

ミングに関する調査結果を表-２に示す．まず，電

話連絡網に関する結果では，今回参加いただいた

52 世帯の平均待ち受け時間は約 7 分であるが，避

難情報の発令タイミングを考える場合には，その

最大値が重要であり，実験では 17 分を要している．

また，避難指示を受けて実際に避難行動に移るま

でに要した時間は，平均で約 5 分，最大値で 10 分

である．この結果は，86 名の方が連絡を受けて，

全員が自宅を出るまでには最大 30 分程度を要した

ことを示している．つまり，避難情報の発令タイ

ミングを考えた場合，避難指示の前に 30 分以上の

準備時間が必要あり，現在，全国の自治体で導入

が進められている「避難準備情報」の導入は有効

と考えられる．実際，住民からの聞き取り調査に

よると，特に，壷川校区の低平地部の住民は，雨

の状況などを見ながら，内水氾濫の恐れがある場

合は，まずは京町台地に乗用車を避難させること

がわかり，人命だけでなく，資産を守る観点から

も「避難準備情報」を有効に活用することが望ま

れる． 

次に，避難計画・避難場所の選定に関する基礎

調査結果のまとめを表-３に示す．多くの自治体で

は避難計画において，車の利用を控え徒歩による

避難を前提としているが，水害時の歩行速度は悪

条件を考慮して 33m/分（2km/h）と想定し，避難

場所までの移動距離は 1 時間以内に移動できる距

離として概ね 2km前後としているものが一般的で

ある4）．今回計測した避難速度を壷川校区の避難

計画に反映してゆくためには，その最小値に注目

する必要がある．今回の水害避難訓練における避 

表-２ 避難情報発令タイミングに関する調査結果 

時   間（分） 人数 平均

(分) 
最大

(分) 
最小

(分) 
避難勧告の待ち受け時間 52 7.1 17 2 
避難開始までの経過時間 52 4.6 10 1 

表－３避難計画・避難場所の選定に関する基礎調査結果 

 人数 平均 最大 最小 
全員 45 72 143 46 
京町 15 83 143 55 

避難速度

 (m/分) 
壺川・坪井・寺原 30 67 103 46 

全員 46 1,300 2,060 240 
京町 15 684 1,130 240 避難距離 

(m) 
壺川・坪井・寺原 31 1,600 2,060 580 

全員 52 20 38 2 
京町 16 10 17 2 

避難時間

 (分) 
壺川・坪井・寺原 36 25 38 8 

難場所を，京町台地の壺川地域コミュニティセン

ターに設定したため，高台にある京町地区に比較

して低平地にある壷川・坪井・寺原地区は高低差

30 ｍを越える坂を上る必要がある．そのため避難

速 度 は 遅 く な り ， そ の 最 小 値 は 46m/ 分

（2.8km/h）であった．今回の避難訓練時の天候は

晴天であったが，水害時の悪条件では避難速度が

さらに遅くなるので，一般的な避難計画で想定さ

れる避難速度 33m/分（2km/h）で壷川校区の避難

計画を立案することは妥当と考えられる． 

次に，避難場所の選定に関しては，参加者の避

難距離の平均値は 1,300m，最大値は 2,060m であ

り，また，避難に要した時間は平均で 20 分，最大

で 38 分も要している．実際の水害時にはさらに時

間が必要となることからも，高低差 30 ｍを越える

高台のみに避難所を設置することは，高齢者や障

害を持った方などの災害弱者の方に対しては最適

な配置であるとは言いがたい． 

避難場所の選定に関して，町内別に詳しく見て

みる．表－４に避難計画・避難場所の選定に関す

る町内別の結果を示す．ここで「－」で書かれた

ところについてはその町内から参加者がいない場

合か，参加者が少なかった場合を示す．図－２は

壺川地区の町内図を示す．ここでの黄色い帯は標

高が 15～30m にかけての斜面である．内水氾濫が

起こる可能性が高いと考えられる 12～14 町内は最

大避難距離が 2km 前後となっている．危険性の高

い地区ほど避難所までの距離が遠い結果となった．

特に，避難所までの経路に河川を横切る必要があ

る地区はより危険性が高くなる．特に，今回の訓

練中に，内水氾濫により通路が遮断され，増水時

の坪井川に掛かる橋を渡る方もおられたが，その

避難行動には安全性からも疑問が残り，実際，避

難訓練後の住民の感想でも，増水時に坪井川を渡

ることはかえって危険ではないかとの指摘があっ 



表－４ 町内別の避難計画・避難場所の選定に 

関する基礎調査結果 

町内 人数 
最大避難
時間
（分） 

最大避難
距離
（ｍ） 

最小避難
速度(ｍ/

分) 
① 2 5 490 78
② 5 11 690 61.8
③ 2 10 570 57
④ 1 － － －

⑤ 2 17 1130 66.5
⑥ 4 17 970 54.7
⑦ － － － －

⑧ 1 － － －

⑨ 4 24 － －

⑩ 4 19 1510 63.9
⑪ 3 35 1850 48.9
⑫ 8 38 2010 52.4
⑬ 4 30 2060 66.8
⑭ 4 34 1970 57.1
⑮ 5 30 1690 46.3
⑯ 2 29 1390 47.9
⑰ 1 － － －

 

 

図-２ 壺川地区の町内図 

た．これらの結果より，自宅から 10～20 分程度の

徒歩圏内に避難所を設置するなど，校区全体で複

数の避難場所を用意するとともに，それらの最適

な配置あるいは既存施設の有効利用などを含めた，

決め細やかな計画が今後必要と考えられる． 

図－３は避難訓練時にオレンジの枠で囲まれた地区か

ら避難された方のGPS携帯により取得した避難経路デー

タである．図－４はその経路を通った人の2分ごとの移

動速度を示す．この地区は低地であり内水氾濫が起こる

可能性の高い地区の一つである．移動速度はX軸に避難

所からの距離，Y軸にそのときの2分間の平均移動速度を

示している．この地区から避難する場合，避難所まで1k

mを切ったあたりで急傾斜の坂を上るため，避難所から1

km付近で移動速度が低下しているのが確認できる． 

 

図－３ GPSにより取得した避難経路結果の一例 
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図－４ 避難行動時の避難速度の変化 

４．おわりに 

 

今回の避難行動実験では晴天の日に行っており，実際

の災害状況では避難はもっと困難になると考える．避難

計画や避難所・避難経路の選定でも地域の実情を反映し

たものが必要である．特に災害時における連絡体制の強

化は重要であり，同時に多くの家庭に避難情報を行き渡

らせるツールも必要であろう．また，今回取得できたG
PSデータは今後の避難シミュレーションの開発に活用

していく．今回行った条件の下での避難行動をシミュレ

ーションで再現し，その精度を検討した上で，悪条件下

での避難シミュレーションに適用を試みる． 
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